
評価員候補者推薦基準新旧対照表 

 

 

新 旧 

Aグループ：理事長・学長等及び評価員の経験を有する幹部職員 

■ 評価員の経験を有する幹部職員は、直近 3 年以内に評価員の経験を

有する部科長及び部科長経験者。 

■ 現職の副理事長、常務理事、副学長若しくはこれらに相当する役員

等も可。 

■ 上記の経験者で現に嘱託職員等の雇用関係にある方も可。 

A グループ：理事長・学長等    

（新規） 

 

■ 現職の副理事長、   副学長   も可。 

 

■ 上記の経験者で現に嘱託職員等の雇用関係にある者も可。 

Bグループ：自己点検・評価活動の経験がある幹部レベルの教員 

■ 現部科長（学科主任等を含む。）及び部科長経験者若しくはこれらに

相当する教員。 

■ 直近 5年以内に短期大学の勤務経験（兼担を含む。）を有する併設大

学に在職する教員も可。 

B グループ：自己点検・評価活動の経験がある幹部レベルの教員 

■ 現部科長（学科主任等を含む。）及び部科長経験者もしくはこれに準

ずる者。 

■ 当該短期大学を 3年以内に異動等し、併設大学に在職する教員も可。 

Cグループ：自己点検・評価活動の経験がある中堅レベルの教員 

■ 原則、准教授又は講師以上。 

■ 直近 5年以内に短期大学の勤務経験（兼担を含む。）を有する併設大

学に在職する教員も可。 

C グループ：自己点検・評価活動の経験がある中堅レベルの教員 

■ 原則、講師または准教授以上。 

■ 当該短期大学を 3年以内に異動等し、併設大学に在職する教員も可。 

Dグループ： 

（削除） 

（削除） 

■ （削除）学校法人の財務関係及び管理運営に関する経験を有する職

員。 

■ 事務局次長、部課長等及び法人本部長、副本部長若しくはこれらに

相当する職員も可。 

■ 上記の経験者で現に嘱託職員などの雇用関係にある職員も可。 

Dグループ： 

■ 事務局次長、部長等及び法人本部長もしくは副本部長も可。 

■ 上記の経験者で現に嘱託職員などの雇用関係にある者も可。 

■ ただし、学校法人の財務関係及び管理運営に関する経験を有する者。 

（新規） 

 

（新規） 


